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することにより株主の皆さまに提供しております。 



連結株主資本等変動計算書 
平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで 

 

 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 8,428 6,732 30,509 △1,104 44,566

  会計方針の変更に
よる累積的影響額

   50   50

会計方針の変更を
反映した当期首残高

8,428 6,732 30,560 △1,104 44,616

連結会計年度中の変動額        

  剰 余 金 の 配 当    △578   △578

  当 期 純 利 益    2,789   2,789

  自己株式の取得     △2 △2

  株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

       

連結会計年度中の変動額合計 － － 2,210 △2 2,208

当 期 末 残 高 8,428 6,732 32,771 △1,107 46,825

 

 

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差 額 金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括 
利益累計額合計 

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 1,197 △1,502 133 △361 △532 1,072 45,106

  会計方針の変更に
よる累積的影響額

         50

会計方針の変更を
反映した当期首残高

1,197 △1,502 133 △361 △532 1,072 45,157

連結会計年度中の変動額           

  剰 余 金 の 配 当          △578

  当 期 純 利 益          2,789

  自己株式の取得          △2

  株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

1,137 427 299 435 2,300 410 2,710

連結会計年度中の変動額合計 1,137 427 299 435 2,300 410 4,918

当 期 末 残 高 2,335 △1,075 433 73 1,767 1,483 50,076
  

(百万円未満切捨) 
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連結注記表 
 

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 
１．連結の範囲に関する事項 

・ 連 結 子 会 社 の 数 ……29社 
・ 主要な連結子会社の名称 ……四日市海運株式会社ほか28社 
ＪＳＲ物流株式会社の株式を一部取得したことに伴い、同社を連結子会社としております。な
お、ＪＳＲ物流株式会社は株式取得と同時にジェイトランス株式会社に社名変更しております。
・ 主要な非連結子会社の名称 ……四日市シッピング株式会社ほか13社 
(連結の範囲から除いた理由) 
非連結子会社14社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益および利
益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためで
あります。 

２．持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法を適用した非連結子会社および関連会社の状況 

・ 持分法適用の非連結子会社または関連会社数 ……９社 
・ 主要な会社等の名称 ……南大阪埠頭株式会社、中部コールセンター株式会社ほか７社

(2) 持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況 
・ 主要な会社等の名称 ……四日市シッピング株式会社、多度開発株式会社ほか 
(持分法を適用しない理由) 
持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か
つ全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しております。 

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る
財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうち、Trancy Logistics America Corporationほか海外連結子会社４社の決算日は
12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては当該連結子会社の決算日現在の財務諸表
を使用しております。 
ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券 
その他有価証券  

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法 
② たな卸資産 移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得し
た建物（附属設備を除く）については、定額法）
を採用しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。なお、自社利用のソ
フトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引について
は、一部の連結子会社において、自己所有の固定
資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用
しております。 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ
ース資産については、リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合
は残価保証額）とする定額法を採用しております｡
なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始
前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。 
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(3) 重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。 

② 賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上
しております。 

③ 役員退職慰労引当金は、一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支出に備えるため、
内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
① 外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。 
なお、在外連結子会社等の資産および負債は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算
調整勘定および少数株主持分に計上しております。 

② ヘッジ会計の方法 
金利スワップについて、特例処理を採用しております。 

③ のれんの償却方法および償却期間 
５年間で均等償却しております。 
ただし、僅少な場合は、当該勘定が生じた連結会計年度の損益として処理しております。 

④ 退職給付に係る会計処理の方法 
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額
に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。 
なお、年金制度上、年金資産の額が退職給付債務を超える場合には、退職給付に係る資産と
して計上しております。 
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により発生年度から費用処理しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 
一部の連結子会社については、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付
に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 
（会計方針の変更） 
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付
会計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基
準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度
より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属
方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の
平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間および支払
見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに
従っており、当連結会計年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変
更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 
この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が31百万円、退職給付に係る負債が
109百万円減少し、利益剰余金が50百万円増加しております。また、当連結会計年度の営業
利益、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ51百万円減少しております。 

⑤ 消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 
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連結貸借対照表に関する注記 
１．有形固定資産の減価償却累計額 52,864百万円

２．担保に供している資産およびそれに係る債務 

担保に供している資産はありません。 
 なお、長期預り保証金100百万円について、土地795百万円の担保設定予約があります。 
 

３．保証債務 
以下の会社の金融機関からの借入金について下記金額の保証予約を行っております。 

  四日市コンテナターミナル株式会社 252百万円

４．土地の再評価による帳簿価額との差額 

連結計算書類作成会社について、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）

および土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号、平

成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額については、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

① 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に

定める「固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法」によっております。 

② 再評価を行った年月日 平成14年３月31日

③ 再評価を行った土地の期末における 

時価と再評価後の帳簿価額との差額 8,867百万円

 
連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当連結会計年度末日における発行済株式の種類および総数 
普通株式 67,142,417 株

２．配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

 

決 議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
１株当たり
配当額 (円)

基準日 効力発生日 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 321 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日

平成26年11月６日 
取締役会 

普通株式 257 4.00 平成26年９月30日 平成26年12月４日

 
 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 

決議予定 株式の種類 
配当金の総額

(百万円)
配当の原資

１株当たり
配当額 (円)

基準日 効力発生日 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 353 利益剰余金 5.50 平成27年３月31日 平成27年６月29日

 
 
金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 
(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については
銀行借入および社債発行による方針であります。デリバティブは、主に借入金の金利変動リ
スクの回避ならびに地震発生時の損失補填のために利用し、投機的な取引は行っておりません。 

(2) 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制 
営業債権である受取手形及び営業未収金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ
スクに関しては、当社グループの与信管理規程等に従い、取引先ごとの期日管理および残高
管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を半期ごとに把握する体制としております。 
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関
係を有する企業の株式であり、定期的に時価を把握しております。 
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営業債務である支払手形及び営業未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。  
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投
資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております
が、このうち長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定
化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段とし
て利用しております。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要
件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。  
長期預り保証金は、主にゴルフ場の預託金であります。 
デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関との
み取引を行っております。  
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、キャ
ッシュマネジメントシステムにてグループ各社の資金を一元管理することにより、当該リス
クの低減を図っております。 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
下記「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等に
ついては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

２．金融商品の時価等に関する事項 
平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のと
おりであります。なお､時価を把握することが極めて困難と認められるものは､次表には含まれて
おりません（(注)３参照)。 

 

 
連結貸借対照表
計上額（注）１ 

時価（注）１ 差 額 

 百万円 百万円 百万円
  (1)現金及び預金 11,692 11,692 － 

  (2)受取手形及び営業未収金 13,767 13,767 － 

  (3)投資有価証券       
      その他有価証券 7,516 7,516 － 

  (4)支払手形及び営業未払金 (8,233) (8,233) － 

  (5)短期借入金 (2,467) (2,467) － 

  (6)長期借入金 (22,682) (22,697) 15 
 

(注) 1. 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
(注) 2. 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項 

(1)現金及び預金、ならびに(2)受取手形及び営業未収金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。 

(3)投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(4)支払手形及び営業未払金、ならびに(5)短期借入金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。 
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(6)長期借入金 
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定
される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

デリバティブ取引 

① ヘッジ会計が適用されていないもの：時価の算定が極めて困難なため時価評価は行っ

ておりません。 

② ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契

約額または契約において定められた元本相当額

等は、次のとおりであります。 
 

ヘッジ会計 
の 方 法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主なヘッジ対象 契約額等 時 価 当該時価の算定方法
 内１年超

   百万円 百万円 百万円  

金利スワップ
の 特 例 処 理 

金利スワップ取引 
支払固定・受取変動 

長期借入金 9,500 2,000 △59 
取引先金融機関から
提示された価格等に
よっております。

 
(注) 3. 非上場株式（連結貸借対照表計上額 412百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められ
るため、「（３）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 
長期預り保証金（連結貸借対照表計上額 3,148百万円）は、償還時期を合理的に見積
もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価評価は行
っておりません。 
地震デリバティブ取引（連結貸借対照表計上額 17百万円）の契約額等は３億円（契約
大授受額）でありますが、時価については公正な評価額を算定することが極めて困難

と認められるため、時価評価は行っておりません。 
 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 755円51銭

２．１株当たり当期純利益 43円37銭

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

－6－



株主資本等変動計算書 
平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで 

 

 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

資 本
準備金

そ の 他
資本剰余金

利 益
準備金

その他利益剰余金 

配当準備
積 立 金

特別償却 
準 備 金 

固定資産 
圧縮積立金 

固 定 資 産

圧 縮 特 別

勘定積立金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 8,428 6,544 188 1,200 400 0 1,666 112
  会計方針の変更による累積的影響額            

会計方針の変更を反映した当期首残高 8,428 6,544 188 1,200 400 0 1,666 112

当 期 の 変 動 額            

  剰 余 金 の 配 当            

  当 期 純 利 益            

  自己株式の取得            
  固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩           △112

  固定資産圧縮積立金の積立         198  

  固定資産圧縮積立金の取崩         △70  

  特別償却準備金の積立       9    

  特別償却準備金の取崩       △0    

  株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額) 

           

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 8 127 △112

当 期 末 残 高 8,428 6,544 188 1,200 400 9 1,794 －
 

 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

純 資 産
合 計

利益剰余金 
自 己
株 式

株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

土 地 
再 評 価 
差 額 金 

評 価 ・ 
換 算 
差 額 等 
合 計 

そ の 他 利 益 剰 余 金
別 途 

積立金 
繰越 利益

剰 余 金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 6,400 9,713 △1,104 33,548 1,122 △1,502 △379 33,169
  会計方針の変更による累積的影響額   50  50      50

会計方針の変更を反映した当期首残高 6,400 9,763 △1,104 33,599 1,122 △1,502 △379 33,219

当 期 の 変 動 額            

  剰 余 金 の 配 当   △578  △578      △578

  当 期 純 利 益   1,960  1,960      1,960

  自己株式の取得    △2 △2      △2
  固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩   112  －      －

  固定資産圧縮積立金の積立   △198  －      －

  固定資産圧縮積立金の取崩   70  －      －

  特別償却準備金の積立   △9  －      －

  特別償却準備金の取崩   0  －      －

  株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額) 

     1,087 427 1,514 1,514

当 期 変 動 額 合 計 － 1,357 △2 1,379 1,087 427 1,514 2,893

当 期 末 残 高 6,400 11,121 △1,107 34,978 2,210 △1,075 1,135 36,113
 

(百万円未満切捨) 
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個別注記表 
 

重要な会計方針にかかる事項に関する注記 

重要な会計方針 

(1) 資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券 

子会社株式および関連会社株式 移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券  

 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売 

却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 移動平均法に基づく原価法 

なお、有価証券の分類は「金融商品に係る会計基準」によっております。 

② たな卸資産（貯蔵品） 移動平均法に基づく原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については、定額法）

を採用しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。なお、自社利用のソ

フトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しております｡

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

② 賞与引当金は、従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担

額を計上しております。 

③ 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき、当事業年度において発生していると認められる額を計上して

おります。 

なお、企業年金基金については、年金資産の額が、退職給付債務に未認識過去勤務費用およ

び未認識数理計算上の差異を加減した額を超過しているため、当該超過額を前払年金費用と

して計上しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定

額法により発生年度から費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（10年）による定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

（会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基

準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当事業年度より

適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法

を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均

残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間および支払見込

期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。退職

給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

ており、当事業年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う

－8－



影響額を繰越利益剰余金に加減しております。 

この結果、当事業年度の期首の前払年金費用が31百万円、退職給付引当金が109百万円減少

し、繰越利益剰余金が50百万円増加しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益

および当期純利益はそれぞれ51百万円減少しております。 

④ 関係会社事業損失引当金は、関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社の財政状態等を

勘案して、当社が負担することとなる損失見込額を計上しております。 

(4) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて、特例処理を採用しております。 

(5) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方

法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

(6) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

表示方法の変更に関する注記 

（貸借対照表関係） 

 従来､投資その他の資産の｢長期前払費用｣に｢前払年金費用｣（前事業年度 3,161 百万円）を含めて表

示しておりましたが､重要性が増したため、当事業年度より､「前払年金費用」として表示しておりま

す。 

 なお、「長期前払費用」は少額であるため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。 

 
貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 37,321百万円
 

２．関係会社に対する金銭債権債務 

(1) 短 期 金 銭 債 権 1,960百万円

(2) 長 期 金 銭 債 権 1,290百万円

(3) 短 期 金 銭 債 務 7,293百万円

３．担保に供している資産およびそれに係る債務 

担保に供している資産はありません。 

なお、長期預り保証金100百万円について、土地795百万円の担保設定予約があります。 

４．保証債務 

   以下の会社等の金融機関からの借入金について下記金額の債務保証および保証予約を行って 

   おります。 

 

（債務保証） 

  トランスシティロジスティクス中部株式会社 1,137百万円

  ジェイトランス株式会社 312百万円

  Trancy Logistics(Shanghai)Co.,Ltd. 197百万円

計 1,646百万円

（保証予約） 

  四日市コンテナターミナル株式会社 252百万円

計 252百万円
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５．土地の再評価による帳簿価額との差額 

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号）および土地の再評価に関する法 

律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公布法律第24号、平成13年３月31日公布法律第19号）

に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を 

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差

額金」として純資産の部に計上しております。 

①  再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定

める「固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法」によっております。 

②  再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

③  再評価を行った土地の当事業年度末における

  時価と再評価後の帳簿価額との差額 8,867百万円

 

 

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営 業 取 引 高

売 上 高 6,774百万円

売 上 原 価 等 30,854百万円

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 771百万円

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の数 

 普通株式 2,824,885株

 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 

未 払 事 業 税 23百万円

賞 与 引 当 金 196百万円

長 期 未 払 金 24百万円

貸 倒 引 当 金 359百万円

関係会社事業損失引当金 546百万円

そ の 他 324百万円

繰延税金資産小計 1,475百万円

評 価 性 引 当 額 △1,054百万円

繰延税金資産合計 420百万円

繰延税金負債 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △837百万円

特 別 償 却 準 備 金 △4百万円

その他有価証券評価差額金 △1,030百万円

退 職 給 付 信 託 設 定 益 △283百万円

退 職 給 付 引 当 金 △271百万円

そ の 他 △6百万円

繰延税金負債合計 △2,434百万円

繰延税金負債の純額 △2,013百万円
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関連当事者との取引に関する注記 
 

属
性 

会社名 事業の内容 

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関係内容 
取引の
内 容

取引金額 
(百万円) 

科 目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子
会
社 

トランスシティ
ロジスティクス
中部株式会社 

物流セン
ターの運
営、管理
他 

直 接
10 0％

役員
５名

物流サー
ビスの提
供を受け
ている。

債務保証 1,137 ― ― 

物流業務
の委託 

8,502 ― ― 

四 日 市 海 運 
株 式 会 社 

港湾運送
業他 

直 接
87.4％

役員
４名

物流サー
ビスの提
供を受け
ている。

キャッシュ
マネジメン
トシステム
による借入

― 短期借入金 1,610

三 鈴 開 発 
株 式 会 社 

ゴルフ場
経営他 

直 接
10 0％

役員
５名

資金の
貸 付

資金の貸付
 

160 
 

長期貸付金 1,080

(注) 取引条件および取引条件の決定方針 
１．債務保証については、金融機関からの借入の債務保証を行ったものであり、一般的な保証料

率を勘案した上で取引条件を決定しております。 
２．物流業務の委託については、市場価格を勘案した上で取引条件を決定しております。 
３．資金の貸付については、市場金利等を勘案した上で取引条件を決定しております。 
４．キャッシュマネジメントシステムは、当社グループ内の企業相互間の余剰資金を集中管理す

ることにより、資金の効率化を図る目的で導入しており、市場金利等を勘案した上で、取引
条件を決定しております。また、グループ内の参加会社間で資金の貸借を随時行っているた
め、取引金額は記載しておりません。 

５．三鈴開発株式会社への長期貸付金に対し、貸倒引当金1,080百万円を計上しております。ま
た、同社に対する支援のために必要と見込まれる金額として関係会社事業損失引当金1,717
百万円を計上しております。 

 
１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 561円49銭 

２．１株当たり当期純利益 30円48銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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その他の注記 

退職給付債務等 

当事業年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

退 職 給 付 債 務 7,931百万円 

年 金 資 産 ( 時 価 ) 11,343百万円 

未 積 立 退 職 給 付 債 務 △3,411百万円 

未 認 識 過 去 勤 務 費 用 △67百万円 

未認識数理計算上の差異 △41百万円 

貸 借 対 照 表 上 の 純 額 △3,301百万円 

前 払 年 金 費 用 3,805百万円 

退 職 給 付 引 当 金 503百万円 

 
当事業年度末の退職給付引当金残高およびそれと相殺表示されている退職給付信託における年金

資産 (未認識数理計算上の差異を除く）はそれぞれ以下のとおりであります。 

 企業年金基金 退 職 一 時 金 合 計 

退職給付引当金（退職給付
信託の年金資産控除前) 

 － 503百万円 503百万円 

前払年金費用（退職給付信
託の年金資産控除前) 
退職給付信託の年金資産 
(未認識数理計算上の差異を除く) 

 
317百万円 － 317百万円 

3,487百万円 － 3,487百万円 

控除後退職給付引当金  － 503百万円 503百万円 
前 払 年 金 費 用  3,805百万円 － 3,805百万円 
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